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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

(1）連結経営指標等          

売上高（百万円） 8,971 8,982 8,496 27,968 27,405 

経常損益（△は損失）（百万

円） 
△762 △329 △516 △692 148 

中間（当期）純損益（△は損

失）（百万円） 
△521 △232 △463 △2,701 80 

純資産額（百万円） 10,904 8,441 8,042 8,843 8,699 

総資産額（百万円） 26,607 25,023 27,008 25,647 25,061 

１株当たり純資産額（円） 1,416.59 1,097.13 1,045.43 1,148.98 1,130.76 

１株当たり中間（当期）純損益

（△は損失）（円） 
△67.72 △30.22 △60.31 △350.98 10.52 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 41.0 33.7 29.8 34.5 34.7 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円） 
△560 1,670 591 △814 △274 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円） 
△589 131 △521 △793 223 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円） 
△987 △1,086 422 △275 △549 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
4,564 5,532 4,707 4,817 4,216 

従業員数（人） 429 411 397 427 392 

(2）提出会社の経営指標等          

売上高（百万円） 8,829 8,798 8,334 27,404 27,103 

経常損益（△は損失）（百万

円） 
△751 △306 △506 △685 169 

中間（当期）純損益（△は損

失）（百万円） 
△502 △222 △403 △2,685 88 

資本金（百万円） 

（発行済株式総数）（千株） 

3,752 

(7,700) 

3,752 

(7,700) 

3,752 

(7,700) 

3,752 

(7,700) 

3,752 

(7,700) 

純資産額（百万円） 10,796 8,341 8,000 8,733 8,597 

総資産額（百万円） 26,404 24,850 26,828 25,329 24,862 

１株当たり純資産額（円） 1,402.60 1,084.10 1,040.04 1,134.69 1,117.49 

１株当たり中間（当期）純損益

（△は損失）（円） 
△65.33 △28.96 △52.43 △348.87 11.53 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 15.00 15.00 

 



 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益及び提出会社の潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．提出会社の従業員数には、各中間期末（期末）における臨時雇用者数を含んでおります。 

４．第29期の当期純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

５．純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第8号）を適用しております。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり現在特記すべき事項はありません。また、海上勤務

者（平成19年９月30日現在14人）のみ全日本海員組合に加入し、労使関係は円満に推移しております。 

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

自己資本比率（％） 40.9 33.6 29.8 34.5 34.6 

従業員数（人） 424 406 394 422 389 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建設事業 377 

その他の事業 3 

全社（共通） 17 

合計 397 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 394 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、サブプライム問題を起因とした金融市場への影響、原油価格の高騰

など不安定要因を抱えつつも、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加、好調な輸出等に支えられ、緩やかな

回復基調を維持しました。 

 このような状況の下で、当社グループ（当社及び連結子会社）は全社をあげて受注活動を展開し、業績の向上に

努めてまいりました。その結果、当中間連結会計期間の売上高8,496百万円（前年同期比 5.4%減）、経常損益は

516百万円の損失（前年同期は329百万円の損失）、中間純損益は463百万円の中間純損失（前年同期は232百万円の

中間純損失）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。（事業の種類別セグメントごとの業績については、

セグメント間の内部売上高又は振替高を含めて記載しています。） 

事業の種類別セグメント 

（建設事業） 

 建設事業におきましては、公共投資の減少傾向が続いており、受注を巡る企業間の競争に激しさが増すなど、経

営環境は引き続き厳しい状況の中にありました。 

 その結果、売上高は8,243百万円（前年同期比 4.6%減）、営業損益は235万円の損失（前年同期は66百万円の損

失）となりました。 

 なお、建設事業の売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいた

め、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的

変動があります。 

（その他の事業） 

 その他の事業におきましては、建設用資機材の販売及び建設機械の賃貸等により、売上高1,628百万円（前年同

期比 41.1%増）、営業利益21百万円（前年同期比 6.6%増）となりました。 

 （注） 上記の記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結ベースの「現金及び現金同等物」は、営業活動による収入等により前連結会計

年度末と比較し491百万円増加し、当中間連結会計期間末残高は4,707百万円（前年同期比 14.9%減）となりまし

た。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少、立替金の減少及び未成工事受入金の増加等より、591

百万円の収入（前年同期比 64.6%減）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは主に有形固定資産の取得等により、521百万円の支出（前年同期比は131百

万円の収入）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは主に短期借入金の純増等により、422百万円の資金増加（前年同期は1,086

百万円の支出）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注実績 

(2）売上実績 

 （注）１．当社グループ（当社及び連結子会社）では建設事業以外は受注生産を行っておりません。 

２．当社グループ（当社及び連結子会社）では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載

しておりません。 

３．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

 なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。 

(1）建設業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

 （注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注工事高にその増

減額を含みます。従って、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。 

２．期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３．期中施工高は、（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致します。 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

建設事業（百万円）       13,739（ 6.2％減）             21,691（57.9％増） 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

建設事業（百万円）      8,643（ 0.4％増）           8,243（ 4.6％減） 

その他の事業（百万円）  338（ 6.4％減）  253（25.3％減） 

合計（百万円）      8,982（ 0.1％増）           8,496（ 5.4％減） 

期別 工事別 
期首繰越工
事高 
（百万円） 

期中受注工
事高 
（百万円） 

計 
（百万円） 

期中完成工
事高 
（百万円） 

期末繰越工事高 
期中施工高
（百万円） 手持工事高

（百万円） 
うち施工高（百万円） 

前中間会計期間 

（自 平成18年 

４月１日 

至 平成18年 

９月30日） 

土木 12,480 13,739 26,220 8,565 17,655 22.8% 4,023 10,988 

建築 489 － 489 78 411 32.3% 133 208 

計 12,970 13,739 26,710 8,643 18,066 23.0% 4,156 11,197 

当中間会計期間 

（自 平成19年 

４月１日 

至 平成19年 

９月30日） 

土木 14,268 21,327 35,596 7,681 27,915 20.9% 5,827 13,252 

建築 676 302 978 561 416 40.2% 167 609 

計 14,945 21,630 36,575 8,243 28,332 21.2% 5,995 13,861 

前事業年度 

（自 平成18年 

４月１日 

至 平成19年 

３月31日） 

土木 12,480 28,108 40,589 26,321 14,268 1.8% 257 24,978 

建築 489 709 1,199 523 676 17.7% 120 640 

計 12,970 28,818 41,789 26,844 14,945 2.5% 377 25,618 



② 受注工事高及び完成工事高について 

 当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、 近３年間について

みても次のように変動しております。 

③ 完成工事高 

 （注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

 前中間会計期間の完成工事のうち請負金額２億円以上の主なもの 

 当中間会計期間の完成工事のうち請負金額２億円以上の主なもの 

期別 

受注工事高 完成工事高 

１年通期 
(A) 

（百万円） 

上半期 
(B) 

（百万円） 

(B)／(A) 
％ 

１年通期 
(C) 

（百万円） 

上半期 
(D) 

（百万円） 

(D)／(C) 
％ 

第28期 25,085 12,535 50.0 28,058 10,314 36.8 

第29期 27,329 14,666 53.7 26,998 8,636 32.0 

第30期 28,818 13,739 47.7 26,844 8,643 32.2 

第31期 － 21,630 － － 8,243 － 

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

土木工事 6,184 2,380 8,565 

建築工事 － 78 78 

計 6,184 2,459 8,643 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

土木工事 4,778 2,903 7,681 

建築工事 － 561 561 

計 4,778 3,464 8,243 

発注者 工事名称 

国土交通省 新若戸道路沈埋トンネル部トレンチ浚渫工事 

国土交通省 Ｈ１７霞ヶ浦浚渫工事 

国土交通省 宮古港竜神崎地区防波堤基礎改良工事 

都市再生機構 みなとみらい21中央地区地区街路2号線(C工区)道路整備工事 

大阪防衛施設局 舞鶴(16)北吸地区整備土木工事 

発注者 工事名称 

国土交通省 福山港本航路地区航路(-16m）浚渫工事 

国土交通省 博多港（アイランドシティ地区）岸壁（-15m）（耐震）築造外１

件工事（第２次） 

東日本高速道路㈱ 北海道横断自動車道トマムインターチェンジ工事 

関西国際空港用地造成㈱ ２期空港島埋立工事（造成その６） 

新日本製鐵㈱ ０７年度君津製鉄所維持浚渫工事 



２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。 

④ 手持工事高（平成19年９月30日現在） 

 手持工事のうち請負金額５億円以上の主なもの 

⑤ 兼業事業の状況 

前中間会計期間  

国土交通省 2,455百万円（28.4％） 

当中間会計期間  

国土交通省 1,488百万円（18.1％） 

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

土木工事 12,758 15,157 27,915 

建築工事 181 235 416 

計 12,939 15,392 28,332 

発注者 工事名称 完成予定年月 

国土交通省 国営東京臨海広域防災公園地盤改良（その４）

工事 

平成19年11月 

内閣府（沖縄総合事務局） 中城湾港土砂処分場仮設道路築造工事 平成20年３月 

防衛省（中国四国防衛局） 岩国飛行場(18)滑走路移設地盤改良等工事 平成20年８月 

横浜市 南本牧ふ頭第5ブロック廃棄物 終処分場（仮

称）建設工事（地盤改良工） 

平成20年３月 

東亜建設工業㈱他 東京国際空港Ｄ滑走路建設外工事のうち海上地

盤改良工事 

平成20年３月 

期別 種類 内訳 売上高（百万円） 主な内容 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

建設用資機材販売 販売等収入 146 資機材販売収入 

建設用資機材賃貸 賃貸等収入 2 資機材賃貸等収入 

不動産事業 賃貸等収入 5 建物賃貸等収入 

損害保険代理店業 代理店収入 0 事務手数料 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

建設用資機材販売 販売等収入 86 資機材販売収入 

不動産事業 賃貸等収入 4 建物賃貸等収入 

損害保険代理店業 代理店収入 0 事務手数料 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

建設用資機材販売 販売等収入 248 資機材販売収入 

不動産事業 賃貸等収入 9 建物賃貸等収入 

損害保険代理店業 代理店収入 1 事務手数料 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当社と佐伯建設工業株式会社との合併契約の締結  

 当社は、平成19年11月15日開催の取締役会において、臨時株主総会の承認決議等所要の手続きを経た上で、当社と

佐伯建設工業株式会社とが平成20年４月１日を期日（予定）として対等の精神で合併することを決議し、合併契約を

締結いたしました。 

 詳細は、「第５経理の状況 1.中間連結財務諸表等 2.中間財務諸表等」の重要な後発事象を参照して下さい。 

５【研究開発活動】 

 当社の研究開発活動は、創業理念である「卓見と先進の技術開発」と品質ISO9000及び環境ISO14000の目標に従っ

て、平成19年度は『的を絞った技術開発投資を行い、地盤改良技術及び環境修復・改善技術を具体化し、受注活動へ

の積極的な参加を目指す。』として、以下の項目の技術開発と既存技術の改良及び応用を行っております。 

 ① 環境・改善技術開発、② 自社特化工法の展開を柱として、本部各部、各支店の協力体制のもと、公的研究機

関、大学、企業等とも広く共同開発を進めることで、効率よく成果をあげる体制を築き、より幅広い技術開発が推進

できるように努めています。 

 当中間連結会計期間における技術開発活動には約５７百万円（消費税等抜き）を投入いたしました。 

 （建設事業） 

 ① 環境・改善技術開発 

  ・環境に配慮した生分解性プラスチックボードドレーンであるラクトボード工法のモニタリングを定期的に行っ

   ています。また、室内促進試験も実施して、モニタリングとの比較及び生分解性の進捗を確認しています。 

  ・浚渫土の減容化及び有効利用を図るための造粒技術の研究開発を進めており、小型試験機による実験及びデー

   ター解析を行っています。 

  ・地盤改良技術の効率化についての研究開発に着手し、多軸の振動式締固め工法について、実証実験及びデータ

   ー解析を行っています。 

 ③ 自社特化工法の展開 

  ・低振動低騒音の静的締固め地盤改良工法であるKS-EGG工法について、技術審査証明を取得するために、実証実

   験及びデーター整理を行っています。 

  ・新規研究開発項目に関して、関係各署へのヒアリング等を行っています。 

  ・自社既存技術の多目的化、高能率化及び低コスト化について研究を行っています。 

 （その他の事業） 

 研究開発活動は特段行われておりません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

（提出会社及び国内子会社） 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（建設事業及びその他の事業） 

 当中間連結会計期間において前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 30,000,000 

計 30,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 7,700,000 7,700,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 7,700,000 7,700,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 7,700,000 － 3,752 － 2,358 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

青木あすなろ建設株式会社 東京都港区芝２丁目14番５号 1,837 23.86 

国土総合建設従業員持株会 東京都港区海岸３丁目８番15号国総芝浦ビル 370 4.81 

増岡 昭男 埼玉県飯能市 274 3.56 

エスアイエス セガ インターセト

ル エージー 

（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行） 

BASLERSTRASSE 100,CH-4600 OLTEN SWITZERLAND 

 （東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 
265 3.44 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 264 3.43 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 264 3.43 

阪田 和弘 鳥取県鳥取市 190 2.47 

メロン バンク エービーエヌ アム

ロ グローバル カストディ 2 

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108 

 （東京都中央区日本橋３丁目１１番１号） 
187 2.43 

ジェイムス マッギニス 東京都品川区 146 1.90 

株式会社東京都民銀行 東京都港区六本木２丁目３番11号 132 1.71 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 132 1.71 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４番１号 132 1.71 

計 － 4,193 54.46 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     7,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,680,000 7,680 － 

単元未満株式 普通株式    13,000 － － 

発行済株式総数 7,700,000 － － 

総株主の議決権 － 7,680 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

国土総合建設株式

会社 

東京都港区海岸三

丁目８番15号 
7,000 － 7,000 0.09 

計 － 7,000 － 7,000 0.09 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 425 438 458 464 440 439 

最低（円） 400 415 424 430 420 401 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いてはみすず監査法人並びに有楽町公認会計士共同事務所 公認会計士 朝倉敏守氏により中間監査を受け、また、金

融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表につい

ては新日本監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間 みすず監査法人 

                                          有楽町公認会計士共同事務所 公認会計士 朝倉敏守氏 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間 新日本監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

現金預金     5,532     4,707     4,216  

受取手形・完成工
事未収入金等 

※１   5,982     8,004     10,890  

未成工事支出金     3,901     6,204     749  

その他たな卸資産 ※２   613     458     575  

繰延税金資産     521     471     251  

短期貸付金     80     －     80  

立替金     1,162     572     1,865  

その他     1,031     479     549  

貸倒引当金     △17     △1     △1  

流動資産合計     18,807 75.2   20,897 77.4   19,175 76.5 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

建物・構築物   1,004     986     990    

機械・運搬具・
工具器具備品 

※３ 9,359     9,745     9,365    

土地 ※４ 1,343     1,268     1,268    

建設仮勘定   160     306     212    

減価償却累計額   △8,327 3,539   △8,732 3,573   △8,530 3,305  

２．無形固定資産     31     32     30  

３．投資その他の資産                    

投資有価証券   1,573     1,324     1,452    

長期貸付金   44     121     44    

破産債権、更生
債権等   117     130     115    

繰延税金資産   301     345     312    

その他 ※５ 817     835     830    

貸倒引当金   △207 2,645   △251 2,505   △205 2,550  

固定資産合計     6,216 24.8   6,111 22.6   5,886 23.5 

資産合計     25,023 100.0   27,008 100.0   25,061 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

支払手形・工事未
払金等 

※６   7,353     7,917     9,324  

短期借入金 ※７   2,797     4,149     3,316  

未払法人税等     49     31     25  

未成工事受入金     3,199     4,292     458  

完成工事補償引当
金     2     2     2  

工事損失引当金     48     54     41  

賞与引当金     114     132     110  

その他     805     341     840  

流動負債合計     14,370 57.4   16,921 62.6   14,120 56.3 

Ⅱ 固定負債                    

長期借入金 ※８   988     712     1,008  

退職給付引当金     1,143     1,138     1,149  

特別修繕引当金     13     23     18  

その他     65     170     65  

固定負債合計     2,211 8.9   2,044 7.6   2,241 9.0 

負債合計     16,582 66.3   18,966 70.2   16,362 65.3 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

 １ 資本金     3,752 15.0   3,752 13.9   3,752 15.0 

 ２ 資本剰余金     2,358 9.4   2,358 8.8   2,358 9.4 

 ３ 利益剰余金     2,087 8.3   1,821 6.7   2,400 9.6 

 ４ 自己株式     △2 △0.0   △3 △0.0   △3 △0.0 

  株主資本合計     8,195 32.7   7,928 29.4   8,508 34.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

   その他有価証券評 
   価差額金     246 1.0   110 0.4   185 0.7 

   繰延ヘッジ損益     － －   3 0.0   5 0.0 

  評価・換算差額等合 
  計     246 1.0   113 0.4   190 0.7 

  純資産合計     8,441 33.7   8,042 29.8   8,699 34.7 

  負債純資産合計     25,023 100.0   27,008 100.0   25,061 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     8,982 100.0   8,496 100.0   27,405 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,229 91.6   7,959 93.7   25,248 92.1 

売上総利益     752 8.4   536 6.3   2,157 7.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   1,069 11.9   1,019 12.0   1,982 7.2 

営業利益     － －   － －   174 0.7 

営業損失     316 3.5   482 5.7   － － 

Ⅳ 営業外収益                    

受取利息   8     5     14    

受取配当金   17     13     23    

保険解約益   －     －     15    

受取保険金   17     －     12    

その他   6 49 0.5 3 22 0.3 11 76 0.2 

Ⅴ 営業外費用                    

支払利息   34     44     65    

支払保証料   9     8     13    

保険解約損   14     －     16    

その他   3 62 0.7 3 56 0.7 7 102 0.4 

経常利益     － －   － －   148 0.5 

経常損失     329 3.7   516 6.1   － － 

Ⅵ 特別利益                    

固定資産売却益 ※２ －     －     77    

投資有価証券売却
益   －     －     43    

貸倒引当金戻入額   18     16     35    

特別修繕引当金戻
入額   3 21 0.2 － 16 0.2 3 159 0.6

Ⅶ 特別損失                    

貸倒引当金繰入額   －     66     －    

前期損益修正損   －     18     －    

投資有価証券評価
損   20     －     20    

経営統合費用   －     57     －    

固定資産除売却損 ※３ 1     4     2    

その他   － 22 0.2 0 148 1.7 － 23 0.1 

税金等調整前当期
純利益     － －   － －   284 1.0 

税金等調整前中間
純損失     330 3.7   648 7.6   － － 

法人税、住民税及
び事業税   15     16     20    

法人税等調整額   △113 △97 △1.1 △200 △184 △2.1 183 203 0.7 

当期純利益     － －   － －   80 0.3 

中間純損失     232 2.6   463 5.5   － － 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 (百万円) 3,752 2,358 2,435 △1 8,544 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     △115   △115 

中間純損失     △232   △232 

自己株式の取得       △1 △1 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △347 △1 △349 

平成18年９月30日 残高 (百万円) 3,752 2,358 2,087 △2 8,195 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 (百万円) 298 298 8,843 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △115 

中間純損失     △232 

自己株式の取得     △1 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△52 △52 △52 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△52 △52 △401 

平成18年９月30日 残高 (百万円) 246 246 8,441 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 (百万円) 3,752 2,358 2,400 △3 8,508 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △115   △115 

中間純損失     △463   △463 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △579 △0 △579 

平成19年９月30日 残高 (百万円) 3,752 2,358 1,821 △3 7,928 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日 残高 (百万円) 185 5 190 8,699 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △115 

中間純損失       △463 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△75 △2 △77 △77 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△75 △2 △77 △656 

平成19年９月30日 残高 (百万円) 110 3 113 8,042 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 (百万円) 3,752 2,358 2,435 △1 8,544 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △115   △115 

当期純利益     80   80 

自己株式の取得       △1 △1 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △34 △1 △36 

平成19年３月31日 残高 (百万円) 3,752 2,358 2,400 △3 8,508 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 (百万円) 298 － 298 8,843 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △115 

当期純利益       80 

自己株式の取得       △1 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△113 5 △107 △107 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△113 5 △107 △144 

平成19年３月31日 残高 (百万円) 185 5 190 8,699 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・

フロー 
       

税金等調整前当期純利益   － － 284 

税金等調整前中間純損失   △330 △648 － 

減価償却費   211 234 443 

貸倒引当金の増加・減少

（△）額 
  △18 44 △35 

完成工事補償引当金の増

加・減少（△）額 
  △0 △0 0 

工事損失引当金の増加・

減少（△）額 
  △24 13 △31 

賞与引当金の増加・減少

（△）額 
  11 21 7 

退職給付引当金の増加・

減少（△）額 
  △78 △11 △76 

役員退職慰労引当金の増

加・減少（△）額 
  △124 － △81 

特別修繕引当金の増加・

減少（△）額 
  △16 4 △11 

投資有価証券評価損   20 － △22 

受取利息及び受取配当金   △25 △19 △37 

支払利息   34 44 65 

為替差損・益（△）額   － 0 － 

固定資産除売却損・益

（△） 
  1 4 △75 

売上債権の減少・増加

（△）額 
  4,062 2,886 △843 

未成工事支出金の減少・

増加（△）額 
  △2,306 △5,455 845 

たな卸資産の減少・増加

（△）額 
  2 117 28 

立替金の減少・増加

（△）額 
  67 1,316 △635 

流動資産その他の減少・

増加（△）額 
  △574 67 △243 

仕入債務の増加・減少

（△）額 
  △983 △1,407 988 

未払消費税等の増加・減

少（△）額 
  △325 △153 26 

未成工事受入金の増加・

減少（△）額 
  1,506 3,834 △1,234 

流動負債その他の増加・

減少（△）額 
  503 △402 413 

固定負債その他の増加・

減少（△）額 
  65 132 0 

投資その他の資産その他

の減少・増加（△）額 
  － － 16 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

破産債権、更生債権等の

減少・増加（△）額 
  0 △14 1 

小計   1,683 610 △207 

利息及び配当金の受取額   25 36 34 

利息の支払額   △34 △46 △70 

法人税等の支払額   △3 △9 △31 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  1,670 591 △274 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・

フロー 
       

有形固定資産の取得によ

る支出 
  △238 △510 △334 

有形固定資産の売却によ

る収入 
  0 － 156 

無形固定資産の取得によ

る支出 
  △3 △3 △3 

長期前払費用の増加額   － △20 △3 

投資有価証券の取得によ

る支出 
  － － △2 

投資有価証券の売却によ

る収入 
  － － 62 

貸付による支出   － － △3 

貸付金の回収による収入   127 3 130 

投資その他の資産その他

による支出 
  △5 △23 △45 

投資その他の資産その他

による収入 
  252 33 265 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  131 △521 223 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・

フロー 
       

短期借入金純増加・減少

（△）額 
  △300 1,116 △350 

長期借入れによる収入   － 200 1,200 

長期借入金の返済による

支出 
  △670 △778 △1,282 

自己株式の取得による支

出 
  △1 △0 △1 

配当金の支払額   △114 △114 △115 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  △1,086 422 △549 

Ⅳ   現金及び現金同等物に係る

換算差額 
  － △0 － 

Ⅴ   現金及び現金同等物の増

加・減少（△）額 
  715 491 △601 

Ⅵ  現金及び現金同等物期首残

高 
  4,817 4,216 4,817 

Ⅶ  現金及び現金同等物中間期

末（期末）残高 
  5,532 4,707 4,216 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社は㈱イワクラ商事１

社であります。 

 非連結子会社はありません。 

 連結子会社は㈱イワクラ１社で

あります。 

 非連結子会社はありません。 

 (㈱イワクラ商事は、平成19年４

月１日をもって㈱イワクラに商号

変更しております。） 

 連結子会社は㈱イワクラ商事１

社であります。 

 非連結子会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社及び関連会社はあ

りません。 

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は中間

連結財務諸表提出会社と同一であ

ります。 

同左   連結子会社の決算日は、連結財 

 務諸表提出会社と同一でありま 

 す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

     

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定しております。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

デリバティブ 

同左 

  たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法 

たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

  未成工事支出金 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

同左 

未成工事支出金 

同左 

  材料貯蔵品 

移動平均法による原価法 

材料貯蔵品 

同左 

材料貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

同左 

有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

同左 

  その他 

定率法 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

 ――――― 

その他 

同左 

  

  

  

  

 （会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正（（所得

税法等の一部を改正する法律 

平成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令83号））に

伴い、平成19年４月１日以降

に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しており

ます。 

 これによる損益に与える影

響は軽微であります。 

 なお、セグメント情報に与

える影響も軽微であります。 

その他 

同左 

  

  

  

  

 ――――― 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  無形固定資産 

定額法 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法 

と同一の基準によっておりま

す。 

 ただし、ソフトウェア（自

社利用）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

  長期前払費用 

均等償却 

長期前払費用 

同左 

長期前払費用 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率に基づき、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用 

に備えるため、当中間連結会計期 

間末に至る１年間の完成工事高に 

対して実績による補償費の発生割 

合を乗じて将来の見積補償額を計 

上しております。 

完成工事補償引当金 

同左 

  

  

  

  

  

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用

に備えるため、当連結会計期間の

完成工事高に対して実績による補

償費の発生割合を乗じて将来の見

積補償額を計上しております。 

  

  工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当中間連結会計期間末

手持工事のうち損失の発生が見込

まれ、かつ、その金額を合理的に

見積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しておりま

す。 

工事損失引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当連結会計年度末手持

工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見

積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しておりま

す。 

  賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定率法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することと

しております。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定率法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することと

しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  役員退職慰労引当金 

――――― 

 （追加情報） 

 当社グループは、定時株主総会

において役員退職慰労金制度の廃

止並びに退職慰労金の打ち切り支

給案が承認されました。これに伴

い、当中間連結会計期間に役員退

職慰労引当金を全額取り崩してお

ります。なお、打ち切り支給額の

未払額は固定負債の「その他」に

計上しております。 

――――― 役員退職慰労引当金 

――――― 

 （追加情報） 

 当社グループは、定時株主総会

において役員退職慰労金制度の廃

止並びに退職慰労金の打ち切り支

給案が承認されました。これに伴

い、当連結会計年度に役員退職慰

労引当金を全額取り崩しておりま

す。また、打ち切り支給額の未払

額は固定負債の「その他」に計上

しております。 

  特別修繕引当金 

 船舶の定期検査費用の支出に備

えるため、修繕見積額に基づき計

上しております。 

特別修繕引当金 

同左 

特別修繕引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(5)重要なヘッジ会計の処理

方法 

①ヘッジ会計の方法 

  原則として繰延ヘッジ処理に 

 よっております。特例処理の要 

 件を満たす金利スワップは特例 

 処理によっております。 

  

  

    

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（金利スワッ 

 プ） 

 ヘッジ対象 

  相場変動等による損失の可能 

 性がある資産又は負債のうち、 

 相場変動等が評価に反映されて 

 いないもの及びキャッシュ・フ 

 ローが固定されその変動が回避 

 されるもの。 

③ヘッジ方針 

  主に当社の内規である「デリ 

 バティブ取扱規程」に基づき、 

 金利変動リスクをヘッジしてお 

 ります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキ 

 ャッシュ・フロー変動の累計と 

 ヘッジ手段の相場変動又はキャ 

 ッシュ・フロー変動の累計を比 

 較し、その変動額の比率によっ 

 て有効性を評価しております。 

  ただし、特例処理によってい 

 る金利スワップについては、有 

 効性の評価を省略しておりま 

 す。 

①ヘッジ会計の方法 

  原則として繰延ヘッジ処理に 

 よっております。なお、振当処 

 理の要件を満たしている為替予 

 約については振当処理に、特例 

 処理の要件を満たす金利スワッ 

 プについては特例処理によって 

 おります。  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

 デリバィブ取引（為替予約取引 

 及び金利スワップ）  

 ヘッジ対象 

       同左 

  

  

  

  

  

③ヘッジ方針 

  主に当社の内規である「デリ 

 バティブ取扱規程」に基づき、 

 為替変動リスク、金利変動リス 

 クをヘッジしております。  

④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキ 

 ャッシュ・フロー変動の累計と 

 ヘッジ手段の相場変動又はキャ 

 ッシュ・フロー変動の累計を比 

 較し、その変動額の比率によっ 

 て有効性を評価しております。 

  ただし、振当処理によってい 

 る為替予約及び特例処理によっ 

 ている金利スワップについて 

 は、有効性の評価を省略してお 

 ります。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

 

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

       同左 

  

 ヘッジ対象 

       同左 

  

  

  

  

  

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

長期請負工事の収益計上処理 

 完成工事高の計上基準は原則と

して工事完成基準によっておりま

すが、長期大型（工期１年以上、

請負金額１億円以上）の工事につ

いては、工事進行基準によってお

ります。 

長期請負工事の収益計上処理 

同左 

長期請負工事の収益計上処理 

同左 

   なお、工事進行基準によった完

成工事高は、3,894百万円でありま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、5,003百万円でありま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、9,413百万円でありま

す。 

  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は8,441百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は8,693百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．※２、※３、※４、※５、※７、※８ 

担保提供資産（担保に供されている資

産） 

 下記の資産は、短期借入金733百万円

（長期借入金よりの振替分を含む）及び長

期借入金725百万円の担保に供しておりま

す。 

１．※２、※３、※４、※５、※７、※８ 

担保提供資産（担保に供されている資

産） 

 下記の資産は、短期借入金1,000百万円

（長期借入金よりの振替分を含む）及び長

期借入金350百万円の担保に供しておりま

す。 

１．※２、※３、※４、※５、※７、※８ 

担保提供資産（担保に供されている資

産） 

 下記の資産は、短期借入金1,250百万円

（長期借入金よりの振替分を含む）及び長

期借入金625百万円の担保に供しておりま

す。 

その他たな卸資産 54百万円 

機械・運搬具・工具器具備品 109百万円 

土地 607 

計 771 

その他たな卸資産 54百万円

機械・運搬具・工具器具備品 90百万円

土地 607 

計 752 

その他たな卸資産 54百万円

機械・運搬具・工具器具備品 98 

土地 607 

計 760 

 上記の他、工事履行保証保険に係る担保

として、投資その他の資産その他（積立火

災保険、積立労災総合保険）301百万円を

保証人である保険会社の質権設定に供して

おります。 

 上記の他、工事履行保証保険に係る担保

として、投資その他の資産その他（積立火

災保険、積立労災総合保険）301百万円を

保証人である保険会社の質権設定に供して

おります。 

 上記の他、工事履行保証保険に係る担保

として、投資その他の資産その他（積立火

災保険、積立労災総合保険）301百万円を

保証人である保険会社の質権設定に供して

おります。 

２．保証債務 

 連結会社以外の会社等の金融機関等から

の借入金に対して次のとおり保証を行って

おります。 

２．保証債務 

同左 

２．保証債務 

 同左 

  当社負担割合 保証総額 

全国漁港・漁 
村振興漁業協 
同組合連合会 

  

   172百万円

  

  

864百万円

  

計 172 864 

  当社負担割合 保証総額 

全国漁港・漁
村振興漁業協 
同組合連合会 

144百万円

  

723百万円

  

計 144 723 

  当社負担割合 保証総額 

全国漁港・漁
村振興漁業協 
同組合連合会 

  

  144百万円

  

  

723百万円

  

計 144 723 

３．受取手形裏書譲渡高     22百万円 ３．受取手形裏書譲渡高      4百万円 ３．受取手形裏書譲渡高        1百万円 

４．当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行６行と当座貸越契約を締結し

ております。 

 当中間連結会計期間末における当座貸越

契約に係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。 

４．当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約を締結し

ております。 

 当中間連結会計期間末における当座貸越

契約に係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。 

４．当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行５行と当座貸越契約を締結し

ております。 

 当連結会計年度末における当座貸越契約

に係る借入未実行残高等は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額の総額 2,600百万円 

借入実行残高 1,250 

差引額 1,350 

当座貸越極度額の総額 2,800百万円

借入実行残高 2,050 

差引額 750 

当座貸越極度額の総額 2,300百万円

借入実行残高 1,150 

差引額 1,150 

 ５．※１、※６ 

  中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決済

処理しております。 

 なお、当中間連結会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次の満期手形が

中間連結会計期間末残高に含まれておりま

す。 

 受取手形    23百万円 

 支払手形     380百万円 

 ５．※１、※６ 

  中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決済

処理しております。 

 なお、当中間連結会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次の満期手形が

中間連結会計期間末残高に含まれておりま

す。 

 受取手形    23百万円 

 支払手形     443百万円 

 ５．※１、※６ 

  連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処理

しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の

休日であったため、次の連結会計年度末日

満期手形が連結会計年度末残高に含まれて

おります。 

 受取手形    40百万円 

 支払手形     966百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,560株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  ２．配当に関する事項 

    配当金支払額 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．※１ このうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。 

１．※１ このうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。 

１．※１ このうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。 

従業員給与手当 454百万円 

賞与引当金繰入額 49 

退職給付費用 34 

減価償却費 9 

従業員給与手当 434百万円 

賞与引当金繰入額 46 

退職給付費用 24 

減価償却費 8 

従業員給与手当 917百万円 

賞与引当金繰入額 41 

退職給付費用 59 

減価償却費 19 

───── ───── ２．※２ 固定資産売却益の内訳は次のとお

りであります。 

    建物・構築物 3百万円 

機械・運搬具・工具

器具備品 
0百万円 

土地 74百万円 

計 77 

３．※３ 固定資産除売却損の内訳は次のと

おりであります。 

３．※３ 固定資産除売却損の内訳は次のと

おりであります。 

３．※３ 固定資産除売却損の内訳は次のと

おりであります。 

建物・構築物 0百万円 

機械・運搬具・工具

器具備品 
1 

計 1 

建物・構築物 2百万円 

機械・運搬具・工具

器具備品 
1 

計 4 

建物・構築物 0百万円 

機械・運搬具・工具

器具備品 
1 

計 2 

４．当社グループの売上高は、通常の営業の

形態として、上半期に比べ下半期に完成す

る工事の割合が大きいため、連結会計年度

の上半期の売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期と下半期の業

績に季節的変動があります。 

４．       同左 ────── 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 7,700,000 － － 7,700,000 

合計 7,700,000 － － 7,700,000 

自己株式        

普通株式（注） 3,013 2,560 － 5,573 

合計 3,013 2,560 － 5,573 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 115 15 平成18年３月31日 平成18年６月29日 



 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加476株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  ２．配当に関する事項 

    配当金支払額 

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,600株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  ２．配当に関する事項 

    （１）配当金支払額 

    （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 7,700,000 － － 7,700,000 

合計 7,700,000 － － 7,700,000 

自己株式        

普通株式（注） 6,613 476 － 7,089 

合計 6,613 476 － 7,089 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 115 15 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式 7,700,000 － － 7,700,000 

合計 7,700,000 － － 7,700,000 

自己株式        

普通株式（注） 3,013 3,600 － 6,613 

合計 3,013 3,600 － 6,613 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 115 15 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 115 利益剰余金 15 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金預金勘定 5,532百万円 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 5,532 

現金預金勘定 4,707百万円 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 4,707 

現金預金勘定 4,216百万円 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 4,216 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械・
運搬
具・工
具器具
備品 

37 10 27 

合計 37 10 27 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械・
運搬
具・工
具器具
備品 

30 16 13 

合計 30 16 13 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械・
運搬
具・工
具器具
備品 

33 13 20 

合計 33 13 20 

  ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 13百万円 

１年超 13 

合計 27 

１年内 10百万円 

１年超 3 

合計 13 

１年内 13百万円 

１年超 7 

合計 20 

  ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 15百万円

減価償却費相当

額 
15 

支払利息相当額 0 

支払リース料 6百万円

減価償却費相当

額 
6 

支払利息相当額 0 

支払リース料 22百万円

減価償却費相当

額 
22 

支払利息相当額 0 

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分は、利息法

によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  ６．減損損失について 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

６．減損損失について 

同左 

６．減損損失について 

同左 



（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び（中間）連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

  取引の時価等に関する事項 

   前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

   通貨関連 

 （注）１．時価の算定方法 

       時価は取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。  

     ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

種類 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円）

時価 
（百万円）

差額 
（百万円）

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円）

(1）国債・地方債等 9 10 0 9 10 0 9 10 0 

(2）社債 － － － － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － － － － 

合計 9 10 0 9 10 0 9 10 0 

種類 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

(1）株式 213  634 420 190  388 197 193  511 318 

(2）債券                  

国債・地方債等 － － － － － － － － － 

社債 － － － － － － － － － 

その他 － － － － － － － － － 

(3）その他 228  223 △5 228  217 △11 228  222 △6 

合計 442 857 414 419 605 186 421 734 312 

種類 
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成19年３月31日） 

その他有価証券      

非上場株式（百万円） 706 709 708  

前中間連結会計期間 （自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）及び 

   当中間連結会計期間 （自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (百万円) 時価 (百万円) 評価損益 (百万円) 

市場取引以外の取引  

 為替予約取引 

 韓ウォン買建・米ドル 

 売建 

526 525 △0 

合計 526 525 △0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

(1）前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

(2）当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

(3）前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 

(2）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

その他の事業：不動産の販売、建設用資機材の販売及び賃貸、損害保険代理店業 

 
建設事業 

（百万円） 

その他の事業 

（百万円） 
計（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 8,643 338 8,982 － 8,982 

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
－ 815 815 (815)  － 

計 8,643 1,154 9,798 (815)  8,982 

営業費用 8,710 1,134 9,845 (545)  9,299 

営業利益又は営業損失 △66 20 △46 (269)  △316 

 
建設事業 

（百万円） 

その他の事業 

（百万円） 
計（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 8,243 253 8,496 － 8,496 

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
－ 1,375 1,375 (1,375)  － 

計 8,243 1,628 9,872 (1,375)  8,496 

営業費用 8,478 1,607 10,086 (1,107)  8,979 

営業利益又は営業損失 △235 21 △214 (268)  △482 

 
建設事業 

（百万円） 

その他の事業 

（百万円） 
計（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 26,844 560 27,405 － 27,405 

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
－ 1,928 1,928 (1,928)  － 

計 26,844 2,489 29,334 (1,928)  27,405 

営業費用 26,239 2,451 28,691 (1,460)  27,231 

営業利益又は営業損失 604 37 642 (468)  174 



    ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月

30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 在外連結子会社がないため、記載しておりません。 

【海外売上高】 

  前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９

月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10%未満のため、中間連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意5）及び連結財務諸表規則様式第三号

（記載上の注意5）に基づき、海外売上高の記載をそれぞれ省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純損益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 

（百万円） 

当中間連結会計期間 

（百万円） 

前連結会計年度 

（百万円） 
主な内容 

 消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額 
265 250 469 

提出会社本社の総務部等管

理部門に係る費用 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,097.13円 

１株当たり中間純損失 30.22円 

１株当たり純資産額 1,045.43円

１株当たり中間純損失 60.31円

１株当たり純資産額 1,130.76円

１株当たり当期純利益 10.52円

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

については、１株当たり中間純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

同左  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当期純利益 （百万円） － － 80 

中間純損失 （百万円） 232 463 － 

普通株主に帰属しな  （百万円） 

い金額 
－ － － 

普通株式に係る当期  （百万円） 

純利益 
－ － 80 

普通株式に係る中間 （百万円） 

純損失 
232 463 － 

期中平均株式数    （株） 7,695,497 7,692,986 7,694,649 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

佐伯建設工業株式会社との合併契約締結 

 当社は、平成19年11月15日開催の取締役会において、平成20年４月１日を期日（予定）として、佐伯建設工業株式

会社（以下、「佐伯建設工業」という）と合併することを決議し、合併契約を締結いたしました。 

 契約の概要は、以下のとおりであります。 

 １．合併の目的 

   建設企業を巡る経営環境は、公共工事の減少等による建設市場の縮減傾向が続いており、こうした中、受注獲

  得を巡る企業間の競争はますます熾烈化するなど、一層の厳しさを増しております。また、公共工事調達システ 

  ムにおいても、総合評価入札方式の大幅導入など、急速な変革が起こっており、このような環境のなかで、建設 

  企業各社は、その生き残りと今後の競争優位性を獲得するため、激変する環境への迅速な対応を迫られていま 

  す。 

   こうした状況のなかで、両社は合併により、経営の合理化・効率化の徹底と規模拡大のメリット等を図ること 

   により収益力を強化することで、一層の企業価値向上を目指していくことが 善であると判断し、この度、合併 

   契約を締結いたしました。 

 ２．当該吸収合併の相手会社についての事項 

   商号：    佐伯建設工業株式会社 

   事業の内容： 土木工事・建築工事等 

   売上高：   40,169百万円（連結）、38,379百万円（単体）（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）

   当期純損失：  406百万円（連結）、412百万円（単体）（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

   総資産の額：  30,436百万円（連結）、30,406百万円（単体）（平成19年３月31日現在） 

      負債の額：  25,415百万円（連結）、25,091百万円（単体）（平成19年３月31日現在） 

   純資産の額：  5,020百万円（連結）、5,314百万円（単体）（平成19年３月31日現在） 

   従業員数：    472名（連結）、449名（単体）（平成19年３月31日現在） 

 ３．合併の日程 

   合併決議取締役会      平成19年11月15日（木） 

   合併契約締結        平成19年11月15日（木） 

   臨時株主総会基準日公告   平成19年11月16日（金） 

   臨時株主総会基準日     平成19年12月１日（土） 

   合併承認臨時株主総会    平成20年１月下旬   （予定） 

   株式上場廃止日       平成20年３月26日（水）（予定） 

   合併の予定日（効力発生日） 平成20年４月１日（火）（予定） 

   合併登記日         平成20年４月１日（火）（予定） 

   株券交付日         平成20年５月中旬   （予定） 

 ４．合併の方法 

   当社を吸収合併消滅会社、佐伯建設工業を吸収合併存続会社とする吸収合併の方法によります。 

 ５．吸収合併消滅会社となる会社の株式１株に割当てられる吸収合併存続会社となる会社の株式の数 

   当社の普通株式１株に対し、佐伯建設工業の普通株式8.5株を割当てます。ただし、当社が所有する自己株式に

  ついては割当交付を行いません。 

 ６．合併に係る割当ての内容の算定根拠等    

  (1)算定の基礎 

   当社及び佐伯建設工業は、本合併に用いられる合併比率の算定にあたって公正性を期すため、当社はみずほ証 

  券株式会社（以下、「みずほ証券」という）に、佐伯建設工業はエスエヌコーポレートアドバイザリー株式会社 

  （以下、「ＳＮＣＡ」という）に第三者機関としてそれぞれ合併比率の算定を依頼し、それぞれの算定機関より 

  「合併比率算定書」を受領しております。両社は、合併比率算定書における算定結果を参考として、協議を重ね 

  た結果、 終的に上記合併比率が妥当であるとの判断に至り合意いたしました。 

   なお、合併比率について、当社はみずほ証券より、佐伯建設工業はＳＮＣＡよりそれぞれ財務的見地から妥当 

  である旨の意見を受領しております。 

  (2)算定の経緯 

   当社はみずほ証券に、佐伯建設工業はＳＮＣＡに合併比率の算定を依頼しました。みずほ証券は、本合併にお 

  ける算定手法を検討した結果、当社および佐伯建設工業が上場していることから市場株価基準法を採用し、また 

  多面的な評価を行う観点からディスカウンテッド・キャッシュフロー法（以下、「ＤＣＦ法」という）を採用 

  し、修正純資産方式を参考として合併比率の分析・評価を実施しています。ＳＮＣＡは、本合併における算定手 

  法を検討した結果、佐伯建設工業及び当社がいずれも上場会社であり、市場株価が存在していることから市場株 

  価平均法を採用し、また多面的な評価を行うため、ＤＣＦ法を採用し、合併比率の分析・評価を実施していま 

  す。 

  (3)算定機関との関係 

   算定機関であるみずほ証券及びＳＮＣＡは、いずれも当社及び佐伯建設工業の関連当事者には該当いたしませ 

  ん。 



 ７．吸収合併後の吸収合併存続会社の状況 

   商号：    佐伯国総建設株式会社 

   本店の所在地：大阪市中央区備後町二丁目４番６号 

   代表者の氏名：代表取締役会長 大谷 昭義、代表取締役社長 稲田 直治 

   資本金の額： 今後決定される予定です。 

   純資産の額： 今後決定される予定です。 

   総資産の額： 今後決定される予定です。 

   事業の内容： 土木工事・建築工事等 

前連結会計年度（平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

経営統合に関する基本合意書締結 

 当社は、平成19年４月27日開催の取締役会において、佐伯建設工業株式会社と経営統合することを目的として、経

営統合に関する基本合意書の締結について決議し、同日付けで締結いたしました。 

 １．経営統合の背景・目的 

   建設企業を巡る経営環境は、公共工事の減少等により、建設市場は縮小を続けております。また、公共工事調

  達システムにおいても、総合評価入札方式の大幅導入など急速な変革が起こっており、建設企業各社は激変する

  環境への迅速な対応が迫られています。   

   こうした状況のなかで、両社は統合により、得意分野での技術融合・補完を図り、保有する技術力・ノウハ 

  ウ・人材や強みをもつ営業基盤等を 大限に活かすことで、事業競争力を一層強化することとしました。また、

  併せて重複する営業拠点の統合など、徹底した合理化・効率化策を実施し、より強固な収益基盤を構築し更なる

  発展と成長を目指してまいります。 

 ２．統合の進め方 

  (1)経営統合は平成20年４月１日を目処とします。 

   (2)両社は、経営統合の推進機関として、両社社長を共同委員長とする「経営統合委員会」を設置いたしまし 

    た。 

  (3)両社は、直ちに統合プロセスを開始し、経営統合に至る具体策を実施しております。 

 ３．その他 

   本経営統合による翌連結会計年度以降に与える影響は、現在確定しておりません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

現金預金   5,491     4,659     4,143    

受取手形 ※１ 639     1,132     642    

完成工事未収入金   5,304     6,751     10,225    

兼業事業未収入金   37     47     13    

販売用不動産 ※２ 120     120     120    

未成工事支出金   3,906     6,169     749    

材料貯蔵品   451     307     413    

繰延税金資産   513     460     241    

立替金   1,162     586     1,865    

その他 ※３ 1,132     576     649    

貸倒引当金   △16     △0     △1    

流動資産合計     18,742 75.4   20,813 77.6   19,064 76.7 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※４                  

機械装置 ※５ 1,050     1,013     923    

船舶   362     430     330    

土地 ※６ 1,343     1,268     1,268    

その他   626 3,382   747 3,458   651 3,173  

２．無形固定資産     30     32     29  

３．投資その他の資産                    

投資有価証券   1,573     1,324     1,452    

繰延税金資産   295     345     308    

その他 ※７ 1,013     1,033     1,020    

貸倒引当金   △188 2,695   △179 2,523   △186 2,595  

固定資産合計     6,108 24.6   6,014 22.4   5,798 23.3 

資産合計     24,850 100.0   26,828 100.0   24,862 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

支払手形 ※８ 3,068     2,675     4,150    

工事未払金   4,281     5,198     5,148    

短期借入金 ※９ 2,747     4,099     3,266    

未払法人税等   48     31     25    

未成工事受入金   3,199     4,273     458    

完成工事補償引当
金   2     2     2    

工事損失引当金   48     54     41    

賞与引当金   113     131     110    

その他   800     327     831    

流動負債合計     14,311 57.6   16,793 62.6   14,035 56.4 

Ⅱ 固定負債                    

長期借入金 ※10 988     712     1,008    

退職給付引当金   1,139     1,137     1,147    

特別修繕引当金   13     23     18    

その他   55     160     55    

固定負債合計     2,197 8.8   2,033 7.6   2,229 9.0 

負債合計     16,509 66.4   18,827 70.2   16,265 65.4 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

   資本金     3,752 15.1   3,752 14.0   3,752 15.1 

   資本剰余金                    

   資本準備金   2,358     2,358     2,358    

資本剰余金合計     2,358 9.5   2,358 8.8   2,358 9.5 

   利益剰余金                    

   利益準備金   167     167     167    

   その他利益剰 
      余金                    

   別途積立金   1,990     1,990     1,990    

   繰越利益剰余 
   金   △169     △376     141    

利益剰余金合計     1,987 8.0   1,780 6.6   2,298 9.2 

   自己株式     △2 △0.0   △3 △0.0   △3 △0.0 

    株主資本合計     8,095 32.6   7,887 29.4   8,406 33.8 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

   その他有価証券評 
 価差額金     246 1.0   110 0.4   185 0.8 

   繰延ヘッジ損益     － －   3 0.0   5 0.0 

  評価・換算差額等合 
  計     246 1.0   113 0.4   190 0.8 

  純資産合計     8,341 33.6   8,000 29.8   8,597 34.6 

  負債純資産合計     24,850 100.0   26,828 100.0   24,862 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高                    

完成工事高   8,643     8,243     26,844    

兼業事業売上高   155     91     258    

売上高計     8,798 100.0   8,334 100.0   27,103 100.0 

Ⅱ 売上原価                    

完成工事原価   7,952     7,744     24,811    

兼業事業売上原価   117     78     201    

売上原価計     8,069 91.7   7,822 93.9   25,012 92.3 

売上総利益                    

完成工事総利益   691     498     2,032    

兼業事業総利益   37     12     57    

売上総利益計     729 8.3   511 6.1   2,090 7.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     1,023 11.6   985 11.8   1,897 7.0 

営業利益     － －   － －   193 0.7 

営業損失     294 3.3   473 5.7   － － 

Ⅳ 営業外収益                    

受取利息   2     2     5    

有価証券利息   5     3     9    

受取配当金   16     13     23    

その他   25     3     38    

営業外収益計     50 0.6   23 0.3   77 0.3 

Ⅴ 営業外費用                    

支払利息   34     43     64    

その他   27     12     37    

営業外費用計     61 0.7   55 0.7   101 0.4 

経常利益     － －   － －   169 0.6 

経常損失     306 3.4   506 6.1   － － 

Ⅵ 特別利益 ※１   20 0.2   12 0.2   158 0.6 

Ⅶ 特別損失 ※２   22 0.3   96 1.2   23 0.1 

税引前当期純利益     － －   － －   304 1.1 

税引前中間純損失     308 3.5   590 7.1   － － 

法人税、住民税及
び事業税   19     16     24    

法人税等調整額   △104 △85 △1.0 △202 △186 △2.2 191 216 0.8 

当期純利益     － －   － －   88 0.3 

中間純損失     222 2.5   403 4.8   － － 

                     



   ③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,752 2,358 2,358 167 4,090 △1,931 2,325 △1 8,434 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当（注）           △115 △115   △115 

中間純損失           △222 △222   △222 

自己株式の取得               △1 △1 

別途積立金の取崩し （注）         △2,100 2,100 －   － 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                  

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － △2,100 1,761 △338 △1 △339 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,752 2,358 2,358 167 1,990 △169 1,987 △2 8,095 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
298 298 8,733 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △115 

中間純損失     △222 

自己株式の取得     △1 

別途積立金の取崩し（注）     － 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△52 △52 △52 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△52 △52 △392 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
246 246 8,341 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
3,752 2,358 2,358 167 1,990 141 2,298 △3 8,406 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当           △115 △115   △115 

中間純損失           △403 △403   △403 

自己株式の取得               △0 △0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                  

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － － △518 △518 △0 △518 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
3,752 2,358 2,358 167 1,990 △376 1,780 △3 7,887 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
185 5 190 8,597 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △115 

中間純損失       △403 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△75 △2 △77 △77 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△75 △2 △77 △596 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
110 3 113 8,000 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,752 2,358 2,358 167 4,090 △1,931 2,325 △1 8,434 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当（注）           △115 △115   △115 

当期純利益           88 88   88 

自己株式の取得               △1 △1 

別途積立金の取崩し （注）         △2,100 2,100 －   － 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
                  

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － △2,100 2,073 △26 △1 △28 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
3,752 2,358 2,358 167 1,990 141 2,298 △3 8,406 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
298 － 298 8,733 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △115 

当期純利益       88 

自己株式の取得       △1 

別途積立金の取崩し（注）       － 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△113 5 △107 △107 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△113 5 △107 △136 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
185 5 190 8,597 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

  子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2)デリバティブ 

時価法 

(2)デリバティブ 

同左 

(2)デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

(3）たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

  未成工事支出金 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

同左 

未成工事支出金 

同左 

  材料貯蔵品 

移動平均法による原価法 

材料貯蔵品 

同左 

材料貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

同左 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

同左 

  その他 

定率法 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 

 ――――― 

その他 

同左 

  

  

  

  

（会計方針の変更）  

 法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律 

平成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19

年３月30日政令83号）） に

伴い、平成19年４月１日以降

に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しており

ます。 

 これによる損益に与える影

響は軽微であります。  

その他 

同左 

  

  

  

  

 ――――― 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

 ただし、ソフトウェア（自

社利用）の減価償却方法は、

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によ

っております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率に基づき、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用 

に備えるため、当中間期末に至る 

１年間の完成工事高に対して実績 

による補償費の発生割合を乗じて 

将来の見積補償額を計上しており 

ます。 

完成工事補償引当金 

同左  

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用

に備えるため、当期の完成工事高

に対して実績による補償費の発生

割合を乗じて将来の見積補償額を

計上しております。 

  

  工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当中間会計期間末手持

工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見

積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しておりま

す。  

工事損失引当金 

同左 

  

  

  

 

  

  

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当事業年度末手持工事

のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もる

ことができる工事について、損失

見込額を計上しております。 

  

  賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定率法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認

められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定率法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  役員退職慰労引当金 

――――― 

 （追加情報） 

 当社は、平成18年６月29日に開

催した定時株主総会において役員

退職慰労金制度の廃止並びに退職

慰労金の打ち切り支給案が承認さ

れました。これに伴い、当中間会

計期間に役員退職慰労引当金を全

額取り崩しております。なお、打

ち切り支給額の未払額は固定負債

の「その他」に計上しておりま

す。 

――――― 役員退職慰労引当金 

――――― 

 （追加情報） 

 当社は、平成18年６月29日に開

催した定時株主総会において役員

退職慰労金制度の廃止並びに退職

慰労金の打ち切り支給案が承認さ

れました。これに伴い、当事業年

度に役員退職慰労引当金を全額取

り崩しております。なお、打ち切

り支給額の未払額は固定負債の

「その他」に計上しております。 

  特別修繕引当金 

 船舶の定期検査費用の支出に備

えるため、修繕見積額に基づき計

上しております。 

特別修繕引当金 

同左 

特別修繕引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

  原則として繰延ヘッジ処理に 

 よっております。なお、特例処 

 理の要件を満たす金利スワップ 

 は、特例処理によっておりま 

 す。 

  

   

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

  デリバティブ取引（金利スワ 

 ップ）  

 ヘッジ対象 

  相場変動等による損失の可能 

 性がある資産又は負債のうち、 

 相場変動等が評価に反映されて 

 いないもの及びキャッシュ・フ 

 ローが固定されその変動が回避 

 されるもの。 

③ヘッジ方針 

  主に当社の内規である「デリ 

 バティブ取扱規程」に基づき、 

 金利変動リスクをヘッジしてお 

 ります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキ 

 ャッシュ・フロー変動の累計と 

 ヘッジ手段の相場変動又はキャ 

 ッシュ・フロー変動の累計を比 

 較し、その変動額の比率によっ 

 て有効性を評価しております。 

  ただし、特例処理によってい 

 る金利スワップについては、有 

 効性の評価を省略しておりま 

 す。 

①ヘッジ会計の方法 

  原則として繰延ヘッジ処理に 

 よっております。なお、振当処 

 理の要件を満たしている為替予 

 約については振当処理に、特例 

 処理の要件を満たす金利スワッ 

 プについては、特例処理によっ 

 ております。  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

  デリバティブ取引（為替予約 

 取引及び金利スワップ）  

 ヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

  

③ヘッジ方針 

  主に当社の内規である「デリ 

 バティブ取扱規程」に基づき、 

 為替変動リスク、金利変動リス 

 クをヘッジしております。  

④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキ 

 ャッシュ・フロー変動の累計と 

 ヘッジ手段の相場変動又はキャ 

 ッシュ・フロー変動の累計を比 

 較し、その変動額の比率によっ 

 て有効性を評価しております。 

  ただし、振当処理によってい 

 る為替予約及び特例処理によっ 

 ている金利スワップについて 

 は、有効性の評価を省略してお 

 ります。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

同左 

   

 ヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

  

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成の基本とな

る重要な事項 

長期請負工事の収益計上基準 

  完成工事高の計上基準として工 

 事完成基準によっておりますが、

 長期大型（工期１年以上、請負金 

 額１億円以上）の工事について 

 は、工事進行基準によっておりま 

 す。 

長期請負工事の収益計上基準 

同左 

長期請負工事の収益計上基準 

同左 

   なお、工事進行基準によった完

成工事高は、3,894百万円でありま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、5,003百万円でありま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、9,413百万円でありま

す。 

  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 ―――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は8,341百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は8,591百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

１．※４      

有形固定資産の減価償却累

計額 

8,127百万円 8,490百万円 8,306百万円

２．※２、※５、※６、※７、 

※９、※１０ 

担保資産 

 下記の資産は、短期借入金 

  733百万円（長期借入金よりの

振替分含む）及び長期借入金 

725百万円の担保に供しておりま

す。 

 下記の資産は、短期借入金 

 1,000百万円（長期借入金より

の振替分含む）及び長期借入金 

350百万円の担保に供しておりま

す。 

 下記の資産は、短期借入金 

 1,250百万円（長期借入金よりの 

振替分含む）及び長期借入

金      

625百万円の担保に供しておりま

す。 

   販売用不動産 54百万円

 機械装置  109 

 土地  607 

 計  771 

 販売用不動産 54百万円

 機械装置  90 

 土地  607 

 計  752 

 販売用不動産 54百万円

 機械装置  98 

 土地  607 

 計  760 

   上記の他、工事履行保証保険に

係る担保として、投資その他の資

産その他（積立火災保険、積立労

災総合保険）301百万円を保証人

である保険会社の質権設定に供し

ております。 

 上記の他、工事履行保証保険に

係る担保として、投資その他の資

産その他（積立火災保険、積立労

災総合保険）301百万円を保証人

である保険会社の質権設定に供し

ております。 

 また、工事履行保証保険に係る

担保として、投資その他の資産そ

の他（積立火災保険、積立労災総

合保険）301百万円を保証人であ

る保険会社の質権設定に供してお

ります。 

３．偶発債務 

（保証債務） 

 下記の会社等の金融機関からの

借入金について保証を行っており

ます。 

 下記の会社等の金融機関からの

借入金について保証を行っており

ます。 

 下記の会社等の金融機関からの

借入金について保証を行っており

ます。 

  全国漁港・漁 
村振興漁業協 
同組合連合会 

      172百万円 

（保証総額） (864百万円)

全国漁港・漁
村振興漁業協 
同組合連合会 

144百万円 

（保証総額） (723百万円)

全国漁港・漁 
村振興漁業協 
同組合連合会 

144百万円 

（保証総額）  (723百万円) 

４．当座貸越契約  運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行６行と当座貸越契約

を締結しております。  

 当中間期末における当座貸越契

約に係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。 

 運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行６行と当座貸越契約

を締結しております。  

 当中間期末における当座貸越契

約に係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。 

 運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行５行と当座貸越契約

を締結しております。 

 当期末における当座貸越契約に

係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。 

  当座貸越極度

額 
2,400百万円 

借入実行残高 1,200 

差引額 1,200 

当座貸越極度

額 
2,600百万円 

借入実行残高 2,000 

差引額 600 

当座貸越極度

額 
2,100百万円 

借入実行残高 1,100 

差引額 1,000 

 



（中間損益計算書関係） 

 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

５．※１、※８ 

  中間期末（期末）日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。  

 受取手形    23百万円 

 支払手形     380百万円 

 中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。  

 受取手形    21百万円 

 支払手形     443百万円 

 期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当期末

日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。 

  

 受取手形    40百万円 

 支払手形     966百万円 

６．※３ 

消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ流動資産「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

 同左 ―――――― 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．※１      

特別利益のうち重要なものは次

のとおりであります。 

     

貸倒引当金戻入額      17百万円        12百万円    34百万円 

固定資産売却益 － －  77百万円 

 
   

   （土地       74 

    その他          3） 

特別修繕引当金戻入益     3百万円 －      3百万円 

投資有価証券売却益 － －      43百万円 

※２      

特別損失のうち重要なものは次

のとおりであります。 

     

貸倒引当金繰入額 

投資有価証券評価損 

前期損益修正損 

経営統合費用 

固定資産除売却損 

－ 

 20百万円

－ 

－ 

 1百万円

（機械装置        0   

 その他        1） 

  14百万円

－ 

  18百万円

  57百万円

  4百万円

（機械装置       1    

 その他         2） 

－ 

 20百万円

－ 

－ 

    2百万円

（機械装置       0   

   その他          2） 

２．過去一年間の売上高  当社の売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ下

半期に完成する工事の割合が大

きいため、事業年度の上半期の

売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動があ

ります。 

 当中間期末に至る一年間の売

上高は次のとおりであります。 

同左 ――――― 

前事業年度下半期 

当中間期 

計 

18,575百万円

8,798 

27,374 

18,304百万円

8,334 

26,638 

――――― 

３．減価償却実施額      

有形固定資産 

無形固定資産 

186百万円

3 

214百万円

1 

383百万円

4 



      （中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,560株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加476株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,600株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注） 3,013 2,560 － 5,573 

合計 3,013 2,560 － 5,573 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注） 6,613 476 － 7,089 

合計 6,613 476 － 7,089 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式 （注） 3,013 3,600 － 6,613 

合計 3,013 3,600 － 6,613 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引（借主側） 

 １．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額及び中間末

残高相当額 

 １．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額及び中間末

残高相当額 

 １．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額及び期末残高相

当額 

 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

163 67 96 

船舶 20 1 18 

その他 17 9 8 

合計 201 77 123 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 

(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

135 91 43 

船舶 19 11 8 

その他 10 5 4 

合計 165 108 56 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装
置 

163 94 68 

船舶 19 6 13 

その他 13 6 6 

合計 196 108 88 

   ２．未経過リース料中間末残高相

当額 

１年内 66百万円 

１年超 57 

合計 124 

 ２．未経過リース料中間末残高相

当額 

１年内 41百万円 

１年超 16 

合計 57 

 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 55百万円 

１年超 34 

合計 89 

   ３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 ３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

   支払リース料 51百万円 

 減価償却費相当額 50百万円 

 支払利息相当額 1百万円 

 支払リース料 32百万円 

 減価償却費相当額 31百万円 

 支払利息相当額 0百万円 

 支払リース料 87百万円 

 減価償却費相当額 85百万円 

 支払利息相当額 1百万円 

   ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分は、利息法によっ

ております。 

 ５．利息相当額の算定方法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

同左 

   ６．減損損失について 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

 ６．減損損失について 

同左 

 ６．減損損失について 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

佐伯建設工業株式会社との合併契約締結 

 当社は、平成19年11月15日開催の取締役会において、平成20年４月１日を期日（予定）として、佐伯建設工業株式

会社（以下、「佐伯建設工業」という）と合併することを決議し、合併契約を締結いたしました。 

 契約の概要は、以下のとおりであります。 

 １．合併の目的 

   建設企業を巡る経営環境は、公共工事の減少等による建設市場の縮減傾向が続いており、こうした中、受注獲

  得を巡る企業間の競争はますます熾烈化するなど、一層の厳しさを増しております。また、公共工事調達システ 

  ムにおいても、総合評価入札方式の大幅導入など、急速な変革が起こっており、このような環境のなかで、建設 

  企業各社は、その生き残りと今後の競争優位性を獲得するため、激変する環境への迅速な対応を迫られていま 

  す。 

   こうした状況のなかで、両社は合併により、経営の合理化・効率化の徹底と規模拡大のメリット等を図ること 

   により収益力を強化することで、一層の企業価値向上を目指していくことが 善であると判断し、この度、合併 

   契約を締結いたしました。 

 ２．当該吸収合併の相手会社についての事項 

   商号：    佐伯建設工業株式会社 

   事業の内容： 土木工事・建築工事等 

   売上高：   40,169百万円（連結）、38,379百万円（単体）（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）

   当期純損失：  406百万円（連結）、412百万円（単体）（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

   総資産の額：  30,436百万円（連結）、30,406百万円（単体）（平成19年３月31日現在） 

      負債の額：  25,415百万円（連結）、25,091百万円（単体）（平成19年３月31日現在） 

   純資産の額：  5,020百万円（連結）、5,314百万円（単体）（平成19年３月31日現在） 

   従業員数：    472名（連結）、449名（単体）（平成19年３月31日現在） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,084.10円 

１株当たり中間純損失 28.96円 

１株当たり純資産額 1,040.04円 

１株当たり中間純損失 52.43円 

１株当たり純資産額 1,117.49円 

１株当たり当期純利益 11.53円 

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 

については、１株当たり中間純損失であり、 

また、潜在株式が存在しないため記載してお 

りません。 

同左  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当期純利益 （百万円） － － 88 

中間純損失 （百万円） 222 403 － 

普通株主に帰属しな  （百万円） 

い金額 
－ － － 

普通株式に係る当期  （百万円） 

純利益 
－ － 88 

普通株式に係る中間  （百万円） 

純損失 
222 403 － 

期中平均株式数    （株） 7,695,497 7,692,986 7,694,649 



 ３．合併の日程 

   合併決議取締役会      平成19年11月15日（木） 

   合併契約締結        平成19年11月15日（木） 

   臨時株主総会基準日公告   平成19年11月16日（金） 

   臨時株主総会基準日     平成19年12月１日（土） 

   合併承認臨時株主総会    平成20年１月下旬   （予定） 

   株式上場廃止日       平成20年３月26日（水）（予定） 

   合併の予定日（効力発生日） 平成20年４月１日（火）（予定） 

   合併登記日         平成20年４月１日（火）（予定） 

   株券交付日         平成20年５月中旬   （予定） 

 ４．合併の方法 

   当社を吸収合併消滅会社、佐伯建設工業を吸収合併存続会社とする吸収合併の方法によります。 

 ５．吸収合併消滅会社となる会社の株式１株に割当てられる吸収合併存続会社となる会社の株式の数 

   当社の普通株式１株に対し、佐伯建設工業の普通株式8.5株を割当てます。ただし、当社が所有する自己株式に

  ついては割当交付を行いません。 

 ６．合併に係る割当ての内容の算定根拠等    

  (1)算定の基礎 

   当社及び佐伯建設工業は、本合併に用いられる合併比率の算定にあたって公正性を期すため、当社はみずほ証 

  券株式会社（以下、「みずほ証券」という）に、佐伯建設工業はエスエヌコーポレートアドバイザリー株式会社 

  （以下、「ＳＮＣＡ」という）に第三者機関としてそれぞれ合併比率の算定を依頼し、それぞれの算定機関より 

  「合併比率算定書」を受領しております。両社は、合併比率算定書における算定結果を参考として、協議を重ね 

  た結果、 終的に上記合併比率が妥当であるとの判断に至り合意いたしました。 

   なお、合併比率について、当社はみずほ証券より、佐伯建設工業はＳＮＣＡよりそれぞれ財務的見地から妥当 

  である旨の意見を受領しております。 

  (2)算定の経緯 

   当社はみずほ証券に、佐伯建設工業はＳＮＣＡに合併比率の算定を依頼しました。みずほ証券は、本合併にお 

  ける算定手法を検討した結果、当社および佐伯建設工業が上場していることから市場株価基準法を採用し、また 

  多面的な評価を行う観点からディスカウンテッド・キャッシュフロー法（以下、「ＤＣＦ法」という）を採用 

  し、修正純資産方式を参考として合併比率の分析・評価を実施しています。ＳＮＣＡは、本合併における算定手 

  法を検討した結果、佐伯建設工業及び当社がいずれも上場会社であり、市場株価が存在していることから市場株 

  価平均法を採用し、また多面的な評価を行うため、ＤＣＦ法を採用し、合併比率の分析・評価を実施していま 

  す。 

  (3)算定機関との関係 

   算定機関であるみずほ証券及びＳＮＣＡは、いずれも当社及び佐伯建設工業の関連当事者には該当いたしませ 

  ん。 

 ７．吸収合併後の吸収合併存続会社の状況 

   商号：    佐伯国総建設株式会社 

   本店の所在地：大阪市中央区備後町二丁目４番６号 

   代表者の氏名：代表取締役会長 大谷 昭義、代表取締役社長 稲田 直治 

   資本金の額： 今後決定される予定です。 

   純資産の額： 今後決定される予定です。 

   総資産の額： 今後決定される予定です。 

   事業の内容： 土木工事・建築工事等 

前事業年度（平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

経営統合に関する基本合意書締結 

 当社は、平成19年４月27日開催の取締役会において、佐伯建設工業株式会社と経営統合することを目的として、経

営統合に関する基本合意書の締結について決議し、同日付けで締結いたしました。 

 １．経営統合の背景・目的 

   建設企業を巡る経営環境は、公共工事の減少等により、建設市場は縮小を続けております。また、公共工事調

  達システムにおいても、総合評価入札方式の大幅導入など急速な変革が起こっており、建設企業各社は激変する

  環境への迅速な対応が迫られています。 

   こうした状況のなかで、両社は統合により、得意分野での技術融合・補完を図り、保有する技術力・ノウハ 

  ウ・人材や強みをもつ営業基盤等を 大限に活かすことで、事業競争力を一層強化することとしました。また、

  併せて重複する営業拠点の統合など、徹底した合理化・効率化策を実施し、より強固な収益基盤を構築し更なる

  発展と成長を目指してまいります。 

 ２．統合の進め方 

  (1)経営統合は平成20年４月１日を目処とします。 

   (2)両社は、経営統合の推進機関として、両社社長を共同委員長とする「経営統合委員会」を設置いたしまし 

    た。 

  (3)両社は、直ちに統合プロセスを開始し、経営統合に至る具体策を実施しております。 

 ３．その他 

   本経営統合による翌連結会計年度以降に与える影響は、現在確定しておりません。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（１）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第30期）（自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

（２）有価証券報告書の訂正報告書 

   事業年度（第30期）（自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書を 

   平成19年10月１日関東財務局長に提出 

（３）臨時報告書 

   平成19年11月15日関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

国 土 総 合 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている国土総合建設株式会

社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、国

土総合建設株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士朝倉敏守との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 孫   延 生 

      

有楽町公認会計士共同事務所 

  

  公認会計士 朝 倉 敏 守 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月14日 

国土総合建設株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 和田 慎二  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 秋山 賢一  印 

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている国土総合建設株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、国土総合建設株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 注記事項（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成19年11月15日開催の取締役会において、平成20年

４月１日を期日（予定）として、佐伯建設工業株式会社と合併することを決議し、合併契約を締結した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

                                                以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

国 土 総 合 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている国土総合建設株式会

社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３０期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、国土総合建

設株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士朝倉敏守との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 孫   延 生 

      

有楽町公認会計士共同事務所 

  

  公認会計士 朝 倉 敏 守 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月14日 

国土総合建設株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 和田 慎二  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 秋山 賢一  印 

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている国土総合建設株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第３１期事業年度の中間会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、国土総合建設株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年

４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 注記事項（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成19年11月15日開催の取締役会において、平成20年

４月１日を期日（予定）として、佐伯建設工業株式会社と合併することを決議し、合併契約を締結した。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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